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セメント系改良土を用いた 

下水道管きょ埋め戻し部の液状化防止 
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１．はじめに 

 2004年10月に発生した新潟県中越

地震（以下、「中越地震」という）

の約3年後、2007年7月に発生した新

潟県中越沖地震（以下、「中越沖地

震」という）が発生し、死者15名を

含む死傷者2000名以上、建物全壊

1300棟以上の大きな被害を生じたこ

とは記憶に新しい。 

 道路や河川などの公共施設におい

ても多大な被災を受け、下水道施設

においても延べ約56㎞に及ぶ下水道管きょが被災

を受けた1)。 

 ここで、中越地震時の下水道管きょ復旧工事に

おいては、被災した管きょの再被害を防止するた

め、埋め戻し部にセメント系改良土を用いる方法

が一部の自治体で採用された。この結果、セメン

ト系改良土を採用した管きょは、大きな被害を免

れたが、一部の管きょは下水の流下機能は確保し

たものの、管きょのたるみや路面沈下が発生した。 

 そこで、今後の耐震性能のさらなる向上のため、

セメント系改良土を採用したにも関わらず被災し

た管きょについて、その原因分析を実施するとと

もに、必要な今後の対策について検討を行った。 

２．現地調査及び固化発現試験 

 中越沖地震後、被災した管きょの埋め戻し部に

ついて土質調査を実施した。この結果、セメント

が適正に添加されていながら、現地では固化して

いないことが確認された。固化していない原因と

しては、現地の状況や業者等へのヒアリングから、

地下水位が高いこと、締め固め度が低いこと、セ

メント添加から埋め戻しまでに時間を要したこと

（仮置きの長期化）が挙げられた。 

 次いで、地下水、締め固め、仮置き時間の３要

素について、一軸圧縮強度に与える影響を室内試

験により把握した。この結果、埋め戻し部の締め

固め程度及びセメント配合後の仮置きは、長期的

な強度発現に大きな影響を及ぼすことを確認した。 

 特に仮置きについては、仮置き時間が長いほど

強度低下が顕著になり、さらに締め固め度が不十

分な場合には、長期的な発現強度が、設計強度の

20％程度になることが分かった。 

３．おわりに 

 今やセメント系改良土は、地盤改良や地震対策、

リサイクル、コスト縮減等の様々な目的に対応で

きるとして幅広く利用されている。しかしこれら

の目的は、設計強度が現場で確保されないと全く

意味をなさない。現場で確実に必要強度を確保す

るために、工法の理解、発注者側の適正な指示・

監督、請負側の適正な施工管理が図られるよう、

耐震対策指針等へ成果を反映したい。 
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表－1 試験ケースと28日強度による順位 

順
位 

試験条件 28日強度 
（kPa） 

強度比 
養生方法 仮置き日数 締固め度 

１ 空中3日+水浸4日 無し 90％ 414.6  100％ 

２ 全水浸養生 無し 90％ 307.1 74％ 

３ 全水浸養生 無し 80％ 248.0 60％ 

４ 空中3日+水浸4日 無し 80％ 231.5 56％ 

５ 全水浸養生 1日 90％ 220.2 53％ 

６ 空中3日+水浸4日 1日 90％ 206.9 50％ 

７ 全水浸養生 3日 90％ 189.9 46％ 

８ 全水浸養生 1日 80％ 91.6 22％ 

９ 空中3日+水浸4日 1日 80％ 85.9 21％ 
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現場との双方向の取り組みを 

通じた河道管理読本づくり 
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１．重要視される割に向上が遅い河道管理技術 

河道は土砂移動に伴いダイナミックに動く。こ

れに伴い治水・環境両面に関わる機能も大きく変

動する。こうした河道を適切に管理することの重

要性は随分前から認識されてきた。2007年には国

交省河川局より、河川維持管理計画(案)を策定す

ることやその際に用いるべき河川維持管理指針

(案)が通達された。しかし、そうした枠組みが充

実する一方、現場における河道管理技術の向上は

必ずしも順風満帆とは言えず、現場の第一線にお

いて河道管理の技術が退行しているとの声もある。 

 

２．九州河道管理研究会の取り組み 

こうした課題の克服のため、国総研は河道変化

を踏まえた河道管理手法の研究・提案を行ってき

た1)2)。九州地方整備局河川部および関係事務所は

やはり現場の立場から課題克服に強い意欲を持っ

ていた。そこで両者が河道管理の技術を一緒に磨

く作業場として「河道管理研究会」が立ち上がっ

た。研究会は、国総研環境研究部・河川研究部の

専門家と、九州の河川に精通した学識者、九州地

整河川部および管内14事務所のメンバーからなり

（80名超）、2007年3月から現在までに半日以上に

及ぶ研究会が９回開催された。 

研究会では、国総研がpushすべきと考える研究

成果・知見と現場がpullしたい技術のギャップを

明確にした。また若手・中堅職員が管理を実践し

ながら悩んでいることを自ら整理・発表し、国総

研メンバーが現場に足りないものを感じとった。 

 

３．技術的知見と管理実践とのギャップを明確化 

その結果、次のようなことが見えてきた。1)河

道変化の起こり方を管理と関連づけてわかりやす

く、同時にきちんとした技術情報として解説した

ものがない。2)管理と言っても技術的難易度の幅

が非常に広く、担当者の能力とのミスマッチがし

ばしば起こり、それが管理を面白くないものと思

わせてしまう。3)管理の中でも比較的指標や判断

基準が議論しやすいものまでも難しく考えすぎて

しまっている→「できるものは着実にやる」ため

の“普通の道具”の設定とその使い込みが大事。

4)河道管理に関わる問題は多様度が高く、それら

全てを無理に丸めて体系化した情報は使いづらく、

しかも面白くない。5)新しい事例が次々出てくる

ので、それらを追加でき、前に入れた情報を進化

させる仕組みを最初から入れる。6)自分が関わっ

た河川の知見には、興味とやる気が湧きやすい。 

 

４．知見の蓄積・活用を根づかせる実験として 

現在、1)～6)の要件や方向性を並び立たせた、

現場職員のやる気も引き出せる新しいタイプの読

本を作成し、平成22年度から九州地整において試

用し、さらなる改良につなげようとしている。こ

れを通じて、複雑で難しいと思われがちな河道管

理に関する知の蓄積・共有化システムの実効性が

示されれば、それを広げていくことで河道管理の

全国ベースでの質的向上につながると考えている。 
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